男女ともに仕事も生活も大切にしながら働き続けるために

職場点検活動に取り組みましょう
女性の活躍推進法（女活法）が施行されています。301人以上の事業所は女性の活躍のための行動計画を立てなければなりません。職場の女性の活躍度を労働組合としてもチェックしましょう。

女性の活躍を阻む大きな原因が長時間・過密労働です。長時間労働をしなければならない職場実態を改善させることが重要です。長時間労働をしなくても済む人員配置を求めていきましょう。そのためにも各職場で、それぞれの労働時間の状況を把握していきましょう。
また、2017年1月1日に改正育児介護休業法が施行されます。男女ともに仕事も家庭も大切にして働き続けるために、母性保護、出産育児、介護にかかわる職場の就業規則に不備はないか点検することはもちろんですが、法律に上乗せする協約の実現を求めて運動を強めましょう。
さらに、正規労働者と非正規労働者の労働条件に違いがある職場も少なくありません。均等待遇をまず、職場で実現させていきましょう。「仕事も生活も大切にパンフ」「女性の活躍推進法を活用しようリーフ」を活用しながら、各職場で討議し、運動広げるために職場点検活動をすすめましょう。
	あなたの職場をチェック

	職場の女性の活躍のための課題のチェック　★印は女活法で企業が必ず把握すべき項目です。

	★採用の男女差がある―結果として女性の採用が少ないことも含めて
	ある
男　　人：女　　人
	ない
	わからない

	★男女で平均勤続年数に差がある
	ある
男　　年：女　　年
	ない
	わからない

	コース別など職務配置における差がある

＊コース形態は、業務内容や転勤の有無等によって区分される。「総合職」「一般職」の区分が一般的だが、他に企業によって様々なものがある。専門職・現業職、全域社員・地域限定社員などなど
	ある
総合職の女性比率
一般職の女性比率
	ない
	わからない

	職務配置の選択において女性が選択しづらい基準がある

＊転勤を要件、女性が取得しづらい要件での研修コース、時間管理の異なる職務配置など
	ある
具体事例は


	ない
	わからない

	昇進・昇格に男女差がある
	ある
	ない
	わからない

	★課長級以上の管理職比率に差がある
	ある
男　　人：女　　人
	ない
	わからない

	教育・訓練に男女の差がある
	ある
	ない
	わからない

	★平均残業時間
	職務・職階・雇用形態ごとに把握を

	男女で賃金の差がある

＊同期入社の男女賃金を年齢ごとに比較してみよう。
	ある
	ない
	わからない

	職務配置での賃金差
	ある
	ない
	わからない

	　　職種による賃金差
	ある
	ない
	わからない

	扶養・住宅手当、福利厚生などに世帯主要件がある
	ある
	ない
	わからない

	出産休業に対する昇給の扱い
	勤続として扱わない
	勤続扱い
	わからない

	育児・介護・母性保護休暇などの権利取得による査定
	ある
	ない
	わからない

	非正規労働者の比率に男女差がある

＊直接雇用の非正規だけでなく、派遣労働者の実態も。
	ある
男　　割：女　　割
	ない
	わからない

	非正規労働者の正規労働者への転換の制度がある
	ある
	ない
	わからない

	非正規労働者の正規労働者の転換実績
	ある
	ない
	わからない

	育児休業取得の男女比率に違いがある
＊男性の育児休業期間についてもチェック
	ある
	ない
	わからない

	育児休業の男女の平均取得期間　　男性　　　日　　女性　　日

	結婚後に旧姓使用は認められている
	認められている
	いない
	わからない

	母性保護・出産・育児・介護にかかわる就業規則・労働協約のチェック

	生理休暇

	生理休暇の制度　　　　　　　・ある・ない・わからない・病休扱いと同じ

	生理休暇の取得日数　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）日まで

	生理休暇は有給　　　　　　　・有給・無給・その他

	産前・産後休業

	　　　休業の期間　　　　　　　　　産前（　　　　　）週

　　産後（　　　　　）週

	賃金保障　　　　　　　　　　・健康保険からの給付のみ（標準報酬日額６０％）

・給付+賃金保障あり

	　　　産前産後休業取得に伴う査定　　・ある・ない
　　　昇給延伸　　　　　　　　　　・ある・ない

	1歳までの育児時間

	育児時間の制度　　　　　　　・ある・ない

	　　　育児時間　　　　　　　　　　・法律どおり（１日２回各３０分）

・１日　（　　　　　　　）時間

	　　　賃金保障　　　　　　　　　　・ある・ない

	　　　育児時間取得に伴う査定　　　・ある・ない

	妊産婦への適用除外（妊産婦が請求した場合は禁止）

	　　　夜勤　　　　　　　　　　　　・ある（　　　）週目から・ない・本人の申し出

	　　　休日労働　　　　　　　　　　・ある（　　　）週目から・ない・本人の申し出

	　　　時間外労働　　　　　　　　　・ある（　　　）週目から・ない・本人の申し出

	　　　変形労働時間制　　　　　　　・ある（　　　）週目から・ない・本人の申し出

	　　　業務の軽減　　　　　　　　　・ある（　　　）週目から・ない・本人の申し出

	妊娠中の通勤緩和措置

	　　　通勤緩和措置制度　　　　　　・ある・ない・本人の申し出

	　　　通勤緩和での賃金カット　　　・ある・ない

	妊娠障害（つわり等）休暇について

	つわり休暇制度　　　　　　　　・ある・ない・本人の申し出・病休扱い

	　　つわり休暇取得での賃金カット　・ある・ない・病休扱いと同じ

	妊娠中の軽易業務への転換

	　　請求により保障あり　　　　　・ある・ない・本人の申し出・強制休業（所得保障あり・なし）

	育児休業について

	　　育児休業制度　　　　　　　　　・ある・ない・本人の申し出

	　　休業期間　　　　　　　　　　　・法律どおり（民間１歳６ヶ月まで、公務3歳まで）

・独自の上乗せあり（　　才　　　ヵ月まで）　　　　

	　　育児休業中の賃金保障　　　　　・雇用保険給付分のみ（半年67％1歳6か月まで50％）

・独自の上乗せあり（　　　％保障）

	育児休業取得に伴う査定　　　　・ある・ない

	　　昇給延伸の復元　　　　　　　　・ある・ない

	　　退職金への影響　　　　　　　　・ある・ない

	　　育児のための短時間勤務制度　　・ある・ない・短時間勤務制度に代わる制度がある

＊短時間勤務制度に代わる制度とは、フレックスタイム制、時差出勤、保育施設や便宜供与

	　　育児のための短時間勤務制度の期間　子が　　　歳まで　＊法定は3歳まで。就学前までは努力

	育児のための時間外労働の制限　子が　　　歳まで　＊法定は3歳まで。就学前までは努力

	介護休業について

	　　介護休業制度　　　　　　　　　・ある・ない・本人の申し出

	　　休業期間　　　　　　　　　　　・法律どおり（延９３日）

・独自の上乗せあり（　　年　　ヵ月まで）　　　　

	　　休業中の賃金保障　　　　　　　・ある（　　　％保障）・ない
＊93日以内の休業中、雇用保険から67％の保障あり（実際に受けた賃金額＋給付金が、休業開始時賃金月額の80％に達するまで）

	介護休業取得に伴う昇給への査定・ある・ない

	　　昇給延伸の復元　　　　　　　　・ある・ない

	退職金への影響　　　　　　　　・ある・ない

	介護のための所定労働時間短縮措置

	介護のための所定労働短縮制度　　・ある・ない・本人の申し出

	子の看護休暇について

	　　子の看護休暇の制度　　　　　　・ある・ない・本人の申し出
　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）歳まで　　　＊法定は就学前児

	休暇期間　　　　　　　　　　　・法律（年5日2人まで10日）どおり

・独自の上乗せあり（　　　　　　　　　　　　　　）日

	　　賃金保障　　　　　　　　　　　・ある・ない

	　　子どものための休暇として拡充

　　　法定伝染病のための保育園・学校登園・登校停止措置にも使える

　　　参観、行事参加のためにも使える

　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2016秋闘・2017春闘における労働組合のとりくみ

	女性の活躍推進法行動計画推進のための労使協議会
	ある
	ない
	わからない

	上労使協議会に労働組合代表が
	いる
	いない
	わからない

	次世代対策推進計画実行のための労使協議会
	ある
	ない
	わからない

	上労使協議会に労働組合代表が
	いる
	いない
	わからない

	職場の女性の声を聞き、要求を話し合った
	行った
	計画中
	行わない

	職場の改善点をまとめた
	行った
	計画中
	行わない

	要求書を作成した
	行った
	計画中
	行わない

	交渉を行った
	行った
	計画中
	行わない

	労使協定を勝ち取った
	行った
	計画中
	行わない

	労働局・各県均等部へ実態を訴えた
	行った
	計画中
	行わない


2016年10月改訂
